
 

日本証券業協会 
東京都中央区日本橋 2-11-2 〒103-0027 
https://www.jsda.or.jp 

2 0 2 5 年 ２ 月 1 8 日 

報 道 関 係 者 各 位 

日 本 証 券 業 協 会 

 

パブリックコメントの募集について 

 

 本日付けで、下記の事項について別紙のとおりパブリックコメントを募集することといた

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

○パブリックコメントの募集について 

「非上場有価証券特例仲介等業務に関する自主規制規則等の一部改正案について」 

募集期間： 2025 年２月 18日（火）から 2025年３月 19日（水）17:00 まで 

所 管： 自主規制企画分科会、エクイティ分科会、公社債分科会 

内 容： 本協会では、令和６年改正金融商品取引法により新たに規定された「非

上場有価証券特例仲介等業務」を「特定業務会員」の対象業務に追加する

定款改正を行ったことを踏まえ、当該業務に係る自主規制規則等の適用関

係を明確化するとともに、当該業務に参入する金融商品取引業者による新

たなサービスの導入を促進する観点から未発行店頭有価証券の取引規制

を緩和するため、所要の整備を図ることとした。 

あわせて、当該業務の内部管理に従事する者等に求める資格を取扱商品

に対応したものとするとともに、特定業務会員における定款第５条第２号

ロに掲げる業務の内部管理に従事する者等についても同様の措置を講じ

るため、所要の整備を図ることとした。 

 

 パブリックコメントの募集方法 

郵便又は協会ホームページ内専用フォームにより募集 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２－11－２ 

日本証券業協会自主規制企画部 あて 

専用フォームの場合： https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=14 

 

○本件に関するお問い合わせ先：  

＜別紙１、２、４～８、15＞ 自主規制企画部（TEL 03-6665-6769） 

＜別紙３、９＞ 規律審査部（TEL 03-6665-6778） 

＜別紙 10～13＞ エクイティ市場部（TEL 03-6665-6770） 

＜別紙 14＞ 公社債・金融商品部（TEL 03-6665-6771） 

 

以  上 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=14
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非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正に係る 

自主規制規則等の一部改正について（案） 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 18 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

Ⅰ．趣旨 

令和６年改正金融商品取引法において、主に特定投資家等を対象とする非上場有価証券の

仲介等の業務（以下「非上場有価証券特例仲介等業務」という。）のみを行う金融商品取引業

者について、第一種金融商品取引業の登録要件等を緩和する特例が新設されたことを受け、

本協会では、「特定業務会員」の対象業務に非上場有価証券特例仲介等業務を追加する定款改

正を行ったところである1。 

今般、非上場有価証券特例仲介等業務に係る本協会の自主規制規則等の適用関係を明確化

するとともに、非上場有価証券特例仲介等業務に参入する金融商品取引業者による新たなサ

ービスの導入を促進する観点から未発行店頭有価証券の取引規制を緩和するため、所要の整

備を図ることとする。 

あわせて、非上場有価証券特例仲介等業務の内部管理に従事する者等に求める資格を取扱

商品に対応したものとするとともに、特定業務会員における定款第５条第２号ロに掲げる業

務の内部管理に従事する者等についても同様の措置を講じるため、所要の整備を図ることと

する。 

 

 

Ⅱ．骨子 

 １．「有価証券の寄託の受入れ等に関する規則」の一部改正について【別紙１】 

本規則の適用対象となる特定業務会員の「特定業務」の範囲に定款第５条第２号ニに掲

げる業務を追加する。                          （第１条） 

 

 ２．「顧客資産の分別管理の適正な実施に関する規則」の一部改正について【別紙２】 

本規則の準用規定（自己資本規制比率に関する規定を除く。）の対象となる特定業務会員

の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲げる業務を追加する。     （第４条第１項） 

 

 ３．「協会員の内部管理責任者等に関する規則」の一部改正について【別紙３】 

(1) 特定業務会員の内部管理統括責任者が内部管理を担当する「特定業務」の範囲に定

款第５条第２号ニに掲げる業務を追加する。            （第３条第２項） 

(2) 定款第５条第２号ロ又は同号ニに掲げる業務の内部管理を担当する内部管理統括補

助責任者並びに同業務を行う営業単位の営業責任者及び内部管理責任者の資格要件に

ついて、会員内部管理責任者資格試験等の合格者に限ることとする。 

（第６条第４項、第 11条第３項、第 14条第３項） 

 
1 「非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正に伴う「定款」等の一部改正について」（2025 年２月 10 日）  

https://www.jsda.or.jp/about/public/kekka/index.html 

https://www.jsda.or.jp/about/public/kekka/index.html
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(3) 定款第５条第２号ロ又は同号ニに掲げる業務に関する内部管理部門の管理職者につ

いて、会員内部管理責任者資格試験の合格者に限ることとする。  （第７条第１項） 

(4) 定款第５条第２号ロ又は同号ニに掲げる業務に関する内部管理業務に従事する従業

員について、努力義務の内容を定める。             （第７条第２項） 

(5) 本協会に新たに加入する定款第５条第２号ロ又は同号ニに掲げる業務を行う特定業

務会員に対する「協会員の内部管理統括補助責任者、営業責任者及び内部管理責任者

等の配置に関する特例」の適用につき、当該特定業務会員の内部管理統括責任者、内

部管理統括補助責任者、内部管理部門の役員又は部長若しくは室長等の責任者のいず

れかの者の資格要件について、会員内部管理責任者資格試験の合格者に限ることとす

る。                            （第 19条第２項） 

 

４．「有価証券関連業経理の統一に関する規則」の一部改正について【別紙４】 

  本規則の適用対象となる特定業務会員の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲げる業務

を追加する。                               （前文） 

 

 ５．「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」の一部改正について【別紙５】 

本規則の準用規定の対象となる特定業務会員の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲げ

る業務を追加する。                        （第 14条第１項） 

 

 ６．「協会員の従業員に関する規則」の一部改正について【別紙６】 

「従業員」の定義における「特定業務」の範囲に定款第５条第２号ニに掲げる業務を追

加する。                            （第２条第６号ロ） 

 

７．「個人情報の保護に関する指針」の一部改正について【別紙７】 

本指針の適用対象となる特定業務会員の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲げる業務

を追加する。                              （第１条） 

 

８．「協会員における個人情報の適正な取扱いの確保に関する規則」の一部改正について【別

紙８】 

本協会の個人情報等に関する業務の対象となる特定業務会員の業務の範囲に定款第５条

第２号ニに掲げる業務を追加する。                    （第２条） 

 

 ９．「個人情報の取扱いに関する苦情処理業務規則」の一部改正について【別紙９】 

個人情報相談室における個人情報等の取扱いに関する苦情処理の対象となる特定業務会

員の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲げる業務を追加する。    （第２条第１項） 

 

 10．「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について【別紙 10】 

(1) 会員及び定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員を含む概念として、

「会員等」の定義を新設する。            （新第２条第１号の２） 
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(2) 「会員」を「会員等」に改める。 

（第２条第２号、第３号、第３条の２第７項、第４条第４項、第４条の２第４項、第６

条第７項、第８項、第９条～第 12条、第 14条～第 16条） 

  (3) 未発行店頭有価証券の店頭取引を禁止する規定について、一定の要件を満たす場合

を除外する。                        （第 13条第３項） 

 

 11.「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の一部改正について

【別紙 11】 

特別会員に委託を行う者に定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員を追加

する。                               （第 20条） 

 

12.「株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則」の一部改正について【別紙 12】 

(1) 「会員等」の定義に含まれる特定業務会員の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲

げる業務を追加する。                     （第２条第３号） 

(2) 「会員」を「会員等」に改める。                  （第３条） 

(3) 反社会的勢力の排除に関する一部の規定の対象について、特定業務会員のうち定款

第５条第２号ロに掲げる業務のみを行う者に限ることとする。      （第 21条） 

(4) その他所要の整備を図る。 

 

 13.「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について【別紙 13】 

(1) 会員及び定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員を含む概念として、

「会員等」の定義を新設する。             （新第２条第３号の２） 

(2) 「会員」を「会員等」に改める。 

（第２条第４号、第３条、第４条第１項、第 20条～第 24条、第 32条第１項、第２項） 

(3) 未発行店頭有価証券の店頭取引を禁止する規定について、一定の要件を満たす場合

を除外する。                        （第 24条第３項） 

 

 14.「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」の一部改正につい

て【別紙 14】 

(1) 会員及び定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員を含む概念として、

「会員等」の定義を新設する。               （第２条第 22号） 

(2) 「登録 PTS 銘柄」、「登録 PTS 運営業務」、「登録 PTS 取引業務」及び「登録 PTS 運営

会員」の各定義条項における「会員」を「会員等」に改める。 

（第２条第 12号、第 15号～第 17号） 

 

 15.「協会員間の紛争の調停に関する規則」の一部改正について【別紙 15】 

本規則の適用対象となる特定業務会員の業務の範囲に定款第５条第２号ニに掲げる業務

を追加する。                              （第１条） 
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Ⅲ．施行の時期 

 この改正は、金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法

律（令和６年５月 22日法律第 32号）附則第１条本文に定める施行の日から施行する。 

 

 

パブリックコメントの募集スケジュール等 

(１) 募集期間及び提出方法 

① 募集期間：2025 年２月 18日（火）から 2025年３月 19日（水）17:00まで（必着） 

② 提出方法：郵便又は専用フォームにより下記までお寄せください。 

郵送の場合：〒103－0027 東京都中央区日本橋 2-11-2 

             日本証券業協会 自主規制企画部 宛 

専用フォームの場合： https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=14 

 

(２) 意見の記入要領 

 件名を「非上場有価証券特例仲介等業務に係る自主規制規則等の一部改正に関する意見」

とし、次の事項を御記入のうえ、御意見を御提出ください。 

① 氏名 

② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号等） 

③ 会社名（法人又は団体として御意見を提出される場合、その名称を御記入ください。） 

④ 意見の該当箇所 

⑤ 意見 

⑥ 理由 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先 

 ＜Ⅱ．１．、２．、４．～８．、15．＞ 自主規制企画部（TEL 03-6665-6769） 

 ＜Ⅱ．３．、９．＞ 規律審査部（TEL 03-6665-6778） 

＜Ⅱ．10．～13．＞ エクイティ市場部（TEL 03-6665-6770） 

＜Ⅱ．14．＞ 公社債・金融商品部（TEL 03-6665-6771） 

 

以  上 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=14


別 紙 １ 

「有価証券の寄託の受入れ等に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（目的） （目的） 

第１条 この規則は、協会員が行う顧客

（消費寄託契約の寄託者を含む。以下同

じ。）からの有価証券の寄託の受入れ、顧

客に対する報告、債権、債務の残高の照

合に関する処理方法等（特別会員にあっ

ては、金融商品取引法（以下「金商法」

という。）第 33 条の２の登録に係る業務

（以下「登録金融機関業務」という。）に

係るものに限り、特定業務会員にあって

は、特定業務（定款第５条第２号イから

ニまでに掲げる業務をいう。以下同じ。）

に係るものに限る。）について定め、協会

員の顧客管理の適正化を図ることを目的

とする。 

第１条 この規則は、協会員が行う顧客

（消費寄託契約の寄託者を含む。以下同

じ。）からの有価証券の寄託の受入れ、顧

客に対する報告、債権、債務の残高の照

合に関する処理方法等（特別会員にあっ

ては、金融商品取引法（以下「金商法」

という。）第 33 条の２の登録に係る業務

（以下「登録金融機関業務」という。）に

係るものに限り、特定業務会員にあって

は、特定業務（定款第５条第２号イ、ロ

又はハに掲げる業務をいう。以下同じ。）

に係るものに限る。）について定め、協会

員の顧客管理の適正化を図ることを目的

とする。 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 

  



別 紙 ２ 

「顧客資産の分別管理の適正な実施に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（特定業務会員に対する準用） （特定業務会員に対する準用） 

第４条 第２条及び第３条の規定（第３条

第１項第１号及び第２号を除く。）は、特

定業務会員（定款第５条第２号ロ又はニ

に掲げる業務を行う特定業務会員に限

る。以下本項において同じ。）についてそ

れぞれ準用する。この場合において、こ

れらの規定中「会員」とあるのは「特定

業務会員」と、第２条中「同条第１項及

び第２項」とあるのは「同条第２項」

と、第３条第５項中「金融庁及び投資者

保護基金」とあるのは「金融庁」とそれ

ぞれ読み替えるものとする。 

第４条 第２条及び第３条の規定（第３条

第１項第１号及び第２号を除く。）は、特

定業務会員（定款第５条第２号ロに掲げ

る業務を行う特定業務会員に限る。以下

本項において同じ。）についてそれぞれ準

用する。この場合において、これらの規

定中「会員」とあるのは「特定業務会

員」と、第２条中「同条第１項及び第２

項」とあるのは「同条第２項」と、第３

条第５項中「金融庁及び投資者保護基

金」とあるのは「金融庁」とそれぞれ読

み替えるものとする。 

２ 第３条（同条第４項を除く。）の規定

は、特定業務会員（定款第５条第２号ハ

に掲げる業務を行う特定業務会員に限

る。以下本項において同じ。）について準

用する。この場合において、規定中「会

員」とあるのは「特定業務会員」と、読

み替えるものとする。 

２    （ 同   左 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 

  



別 紙 ３ 

1 

「協会員の内部管理責任者等に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（内部管理統括責任者の資格要件） （内部管理統括責任者の資格要件） 

第３条   （ 現行どおり ） 第３条   （ 省   略 ） 

２ 特定業務会員の内部管理統括責任者

は、定款第５条第２号イからニまでに掲

げる業務（以下「特定業務」という。）の

うち、当該特定業務会員が行う全ての特

定業務の内部管理を担当する役員でなけ

ればならない。ただし、細則に定める者

を内部管理統括責任者に任命するとき

は、この限りでない。 

２ 特定業務会員の内部管理統括責任者

は、定款第５条第２号イ、ロ及びハに掲

げる業務（以下「特定業務」という。）の

うち、当該特定業務会員が行う全ての特

定業務の内部管理を担当する役員でなけ

ればならない。ただし、細則に定める者

を内部管理統括責任者に任命するとき

は、この限りでない。 

３～７   （ 現行どおり ） ３～７   （ 省   略 ） 

  

（内部管理統括補助責任者の資格要件、報

告及び責務） 

（内部管理統括補助責任者の資格要件、報

告及び責務） 

第６条   （ 現行どおり ） 第６条   （ 省   略 ） 

２・３   （ 現行どおり ） ２・３   （ 省   略 ） 

４ 特定業務会員の内部管理統括責任者

は、会員内部管理責任者資格試験又は試

験規則による特別会員内部管理責任者資

格試験（以下「特別会員内部管理責任者

資格試験」という。）（定款第５条第２号

ロ又はニに掲げる業務の内部管理を担当

する内部管理統括補助責任者にあって

は、会員内部管理責任者資格試験）の合

格者でなければ、内部管理統括補助責任

者の職務を行わせてはならない。 

４ 特定業務会員の内部管理統括責任者

は、会員内部管理責任者資格試験又は試

験規則による特別会員内部管理責任者資

格試験（以下「特別会員内部管理責任者

資格試験」という。）の合格者でなけれ

ば、内部管理統括補助責任者の職務を行

わせてはならない。 

５～９   （ 現行どおり ） ５～９   （ 省   略 ） 

  

（内部管理部門の管理職者等の資格取得） （内部管理部門の管理職者等の資格取得） 

第７条 協会員は、細則に定める内部管理

部門に所属する管理職者（所属部署等の

業務を管理監督する権限を有する者をい

う。以下同じ。）について、会員内部管理

責任者資格試験の合格者（特定業務会員

又は特別会員にあっては、会員内部管理

責任者資格試験又は特別会員内部管理責

任者資格試験の合格者。ただし、定款第

５条第２号ロ又はニに掲げる業務に関す

る内部管理部門の管理職者にあっては、

会員内部管理責任者資格試験の合格者）

でなければ、その職務を行わせてはなら

ない。 

第７条 協会員は、細則に定める内部管理

部門に所属する管理職者（所属部署等の

業務を管理監督する権限を有する者をい

う。以下同じ。）について、会員内部管理

責任者資格試験の合格者（特定業務会員

又は特別会員にあっては、会員内部管理

責任者資格試験又は特別会員内部管理責

任者資格試験の合格者）でなければ、そ

の職務を行わせてはならない。 
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改 正 案 現   行 

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従

業員（前項に規定する管理職者を除く。

以下本項において同じ。）について、会員

内部管理責任者資格試験の合格者（特定

業務会員又は特別会員にあっては、会員

内部管理責任者資格試験又は特別会員内

部管理責任者資格試験の合格者。ただ

し、定款第５条第２号ロ又はニに掲げる

業務に関する内部管理業務に従事する従

業員にあっては、会員内部管理責任者資

格試験の合格者）となるよう努めるもの

とする。 

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従

業員（前項に規定する管理職者を除く。）

について、会員内部管理責任者資格試験

の合格者（特定業務会員及び特別会員に

あっては、会員内部管理責任者資格試験

又は特別会員内部管理責任者資格試験の

合格者）となるよう努めるものとする。 

  

（営業責任者の資格要件） （営業責任者の資格要件） 

第11条   （ 現行どおり ） 第11条   （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

３ 特定業務会員は、会員営業責任者資格

試験、会員内部管理責任者資格試験、特

別会員営業責任者資格試験又は特別会員

内部管理責任者資格試験（定款第５条第

２号ロ又はニに掲げる業務を行う営業単

位の営業責任者については、会員営業責

任者資格試験又は会員内部管理責任者資

格試験）の合格者でなければ、営業責任

者に任命してはならない。 

３ 特定業務会員は、会員営業責任者資格

試験、会員内部管理責任者資格試験、特

別会員営業責任者資格試験又は特別会員

内部管理責任者資格試験の合格者でなけ

れば、営業責任者に任命してはならな

い。 

４～８   （ 現行どおり ） ４～８   （ 省   略 ） 

  

（内部管理責任者の資格要件） （内部管理責任者の資格要件） 

第 14 条  （ 現行どおり ） 第 14 条   （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

３ 特定業務会員は、会員内部管理責任者

資格試験又は特別会員内部管理責任者資

格試験（定款第５条第２号ロ又はニに掲

げる業務を行う営業単位の内部管理責任

者については、会員内部管理責任者資格

試験）の合格者でなければ、内部管理責

任者に任命してはならない。 

３ 特定業務会員は、会員内部管理責任者

資格試験又は特別会員内部管理責任者資

格試験の合格者でなければ、内部管理責

任者に任命してはならない。 

４～８   （ 現行どおり ） ４～８   （ 省   略 ） 

  

（協会員の内部管理統括補助責任者、営業

責任者及び内部管理責任者等の配置に関

する特例） 

（協会員の内部管理統括補助責任者、営業

責任者及び内部管理責任者等の配置に関

する特例） 

第 19 条   （ 現行どおり ） 第 19 条   （ 省   略 ） 

２ 本協会に新たに加入する協会員にあっ

ては、本協会加入の日から６か月間に限

り、第 11条第２項から第４項まで、第 11

条の２、第 11 条の３、第 14 条第２項か

ら第４項まで、第 14 条の２又は第 14 条

２ 本協会に新たに加入する協会員にあっ

ては、本協会加入の日から６か月間に限

り、第 11条第２項から第４項まで、第 11

条の２、第 11 条の３、第 14 条第２項か

ら第４項まで、第 14 条の２又は第 14 条
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改 正 案 現   行 

の３の規定にかかわらず、次の各号に定

める者を営業責任者又は内部管理責任者

として配置することができる。ただし、

定款第３条第８号に掲げる有価証券の売

買その他の取引等に係る業務に従事した

期間が３年以上の者で、かつ、会員内部

管理責任者資格試験（当該新たに加入す

る協会員が特定業務会員又は特別会員の

場合は、会員内部管理責任者資格試験又

は特別会員内部管理責任者資格試験（定

款第５条第２号ロ若しくはニに掲げる業

務を行う特定業務会員又は登録金融機関

金融商品仲介行為を行う特別会員の場合

は、会員内部管理責任者資格試験））の合

格者が内部管理統括責任者、内部管理統

括補助責任者、内部管理部門の役員又は

部長若しくは室長等の責任者のいずれか

として配置されている場合に限る。 

の３の規定にかかわらず、次の各号に定

める者を営業責任者又は内部管理責任者

として配置することができる。ただし、

定款第３条第８号に掲げる有価証券の売

買その他の取引等に係る業務に従事した

期間が３年以上の者で、かつ、会員内部

管理責任者資格試験（当該新たに加入す

る協会員が特定業務会員又は特別会員の

場合は、会員内部管理責任者資格試験又

は特別会員内部管理責任者資格試験（登

録金融機関金融商品仲介行為を行う特別

会員の場合は、会員内部管理責任者資格

試験））の合格者が内部管理統括責任者、

内部管理統括補助責任者、内部管理部門

の役員又は部長若しくは室長等の責任者

のいずれかとして配置されている場合に

限る。 

 １～３  （ 現行どおり ）  １～３  （ 省   略 ） 

３・４   （ 現行どおり ） ３・４   （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

 この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  

 



別 紙 ４ 

「有価証券関連業経理の統一に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

この規則は、会員及び特定業務会員（定

款第５条第２号ロ又はニに掲げる業務を行

う特定業務会員に限る。以下同じ。）（以下

「会員等」という。）が適正な会計処理を行

うため、金融商品取引業等に関する内閣府

令第 172 条第２項に規定する一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準として、金

融商品取引法（以下「金商法」という。）第

28 条第８項に規定する有価証券関連業に固

有の勘定科目とその内容及び経理処理方法

について有価証券関連業に関する経理の統

一基準を下記のとおり定めるものである。

会員等が金商法第 46 条の３に規定する事業

報告書など経理の状況に関する報告書等の

作成並びに企業会計を行う場合には、この

規則の他、一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に従って適正に処理しなけれ

ばならない。 

この規則は、会員及び特定業務会員（定

款第５条第２号ロに掲げる業務を行う特定

業務会員に限る。以下同じ。）（以下「会員

等」という。）が適正な会計処理を行うた

め、金融商品取引業等に関する内閣府令第

172 条第２項に規定する一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準として、金融商

品取引法（以下「金商法」という。）第 28

条第８項に規定する有価証券関連業に固有

の勘定科目とその内容及び経理処理方法に

ついて有価証券関連業に関する経理の統一

基準を下記のとおり定めるものである。会

員等が金商法第 46 条の３に規定する事業報

告書など経理の状況に関する報告書等の作

成並びに企業会計を行う場合には、この規

則の他、一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に従って適正に処理しなければ

ならない。 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 

  



別 紙 ５ 

「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（特定業務会員への適用） （特定業務会員への適用） 

第 14 条 本規則（第７条第２項、第３項及

び第６項を除く。）の規定は、特定業務会

員（定款第５条第２号イ、ハ又はニに掲

げる業務を行う特定業務会員をいう。以

下、この項において同じ。）について準用

する。この場合において、第１条から第

13 条までの規定中「会員」とあるのは

「特定業務会員」と、第７条第５項中

「、第２項、第４項又は次項」とあるの

は、「又は第４項」と、第８条第１項中

「前条第１項又は第２項」とあるのは

「前条第１項」と、第８条第２項中「前

条第４項、第５項又は第６項」とあるの

は「前条第４項又は第５項」と読み替え

るものとする。 

第 14 条 本規則（第７条第２項、第３項及

び第６項を除く。）の規定は、特定業務会

員（定款第５条第２号イ又はハに掲げる

業務を行う特定業務会員をいう。以下、

この項において同じ。）について準用す

る。この場合において、第１条から第 13

条までの規定中「会員」とあるのは「特

定業務会員」と、第７条第５項中「、第

２項、第４項又は次項」とあるのは、「又

は第４項」と、第８条第１項中「前条第

１項又は第２項」とあるのは「前条第１

項」と、第８条第２項中「前条第４項、

第５項又は第６項」とあるのは「前条第

４項又は第５項」と読み替えるものとす

る。 

２ 特定業務会員（定款第５条第２号ロに

掲げる業務を行う特定業務会員をいう。）

に係る反社会的勢力との関係遮断に関す

る規定は、「株式投資型クラウドファンデ

ィング業務に関する規則」に定めるとこ

ろによるものとする。 

２    （ 同   左 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 

  



別 紙 ６ 

「協会員の従業員に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（定  義） （定  義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

第２条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 １～５の２ （ 現行どおり ）  １～５の２ （ 省   略 ） 

 ６ 従業員 次に掲げる者をいう。  ６ 従業員 次に掲げる者をいう。 

  イ   （ 現行どおり ）   イ   （ 省   略 ） 

  ロ 特定業務会員の使用人で国内に所

在する本店その他の営業所又は事務

所において特定業務（定款第５条第

２号イからニまでに掲げる業務をい

う。以下同じ。）又は特定業務（定

款第５条第２号ハに掲げる業務に限

る。）に付随する業務に従事する者 

  ロ 特定業務会員の使用人で国内に所

在する本店その他の営業所又は事務

所において特定業務（定款第５条第

２号イ、ロ又はハに掲げる業務をい

う。以下同じ。）又は特定業務（定

款第５条第２号ハに掲げる業務に限

る。）に付随する業務に従事する者 

  ハ・ニ （ 現行どおり ）   ハ・ニ （ 省   略 ） 

 ７・８  （ 現行どおり ）  ７・８  （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 

  



別 紙 ７ 

1 
 

「個人情報の保護に関する指針」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（目  的） （目  的） 

第１条 この指針は、個人情報の保護に関

する法律（以下「保護法」という。）、個

人情報の保護に関する法律施行令（以下

「施行令」という。）、個人情報の保護に

関する法律施行規則（平成 28 年個人情報

保護委員会規則第３号。以下「施行規

則」という。）、個人情報の保護に関する

基本方針（平成 16 年４月２日閣議決

定。）、個人情報の保護に関する法律につ

いてのガイドライン（通則編）（平成 28

年個人情報保護委員会告示第６号）、同ガ

イドライン（外国にある第三者への提供

編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示

第７号）、同ガイドライン（第三者提供時

の確認・記録義務編）（平成 28 年個人情

報保護委員会告示第８号）、同ガイドライ

ン（仮名加工情報・匿名加工情報編）（平

成 28 年個人情報保護委員会告示第９号）

及び同ガイドライン（認定個人情報保護

団体編）（令和３年個人情報保護委員会告

示第７号）並びに金融分野における個人

情報保護に関するガイドライン（平成 29

年個人情報保護委員会・金融庁告示第１

号）及び金融分野における個人情報保護

に関するガイドラインの安全管理措置等

についての実務指針（平成 29 年個人情報

保護委員会・金融庁告示第２号）等（以

下「個人情報の保護に関する法令等」と

いう。）を踏まえ、会員の定款第３条第８

号に掲げる有価証券の売買その他の取引

等に係る業務及び当該業務に付随する業

務、特定業務会員が行う定款第５条第２

号イからニまでに掲げる業務並びに特別

会員の定款第５条第３号に規定する登録

金融機関業務（以下「協会員の証券業務

等」という。）における個人情報、仮名加

工情報及び匿名加工情報の適正な取扱い

の確保のために、個人情報に係る利用目

的の特定、安全管理のための措置その他

の事項を定めるとともに、協会員が講ず

第１条 この指針は、個人情報の保護に関

する法律（以下「保護法」という。）、個

人情報の保護に関する法律施行令（以下

「施行令」という。）、個人情報の保護に

関する法律施行規則（平成 28 年個人情報

保護委員会規則第３号。以下「施行規

則」という。）、個人情報の保護に関する

基本方針（平成 16 年４月２日閣議決

定。）、個人情報の保護に関する法律につ

いてのガイドライン（通則編）（平成 28

年個人情報保護委員会告示第６号）、同ガ

イドライン（外国にある第三者への提供

編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示

第７号）、同ガイドライン（第三者提供時

の確認・記録義務編）（平成 28 年個人情

報保護委員会告示第８号）、同ガイドライ

ン（仮名加工情報・匿名加工情報編）（平

成 28 年個人情報保護委員会告示第９号）

及び同ガイドライン（認定個人情報保護

団体編）（令和３年個人情報保護委員会告

示第７号）並びに金融分野における個人

情報保護に関するガイドライン（平成 29

年個人情報保護委員会・金融庁告示第１

号）及び金融分野における個人情報保護

に関するガイドラインの安全管理措置等

についての実務指針（平成 29 年個人情報

保護委員会・金融庁告示第２号）等（以

下「個人情報の保護に関する法令等」と

いう。）を踏まえ、会員の定款第３条第８

号に掲げる有価証券の売買その他の取引

等に係る業務及び当該業務に付随する業

務、特定業務会員が行う定款第５条第２

号イ、ロ又はハに掲げる業務並びに特別

会員の定款第５条第３号に規定する登録

金融機関業務（以下「協会員の証券業務

等」という。）における個人情報、仮名加

工情報及び匿名加工情報の適正な取扱い

の確保のために、個人情報に係る利用目

的の特定、安全管理のための措置その他

の事項を定めるとともに、協会員が講ず

  



2 

改 正 案 現   行 

  

べき具体的措置等を定めるものである。 べき具体的措置等を定めるものである。 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 



別 紙 ８ 

「協会員における個人情報の適正な取扱いの確保に関する規則」の一部改正について

（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（業務） （業務） 

第２条 本協会は、会員の定款第３条第８

号に掲げる有価証券の売買その他の取引

等に係る業務及び当該業務に付随する業

務、特定業務会員が行う定款第５条第２

号イからニまでに掲げる業務並びに特別

会員の定款第５条第３号に規定する登録

金融機関業務における個人情報等の取扱

いに関し、次の各号に掲げる業務を行

う。 

１～８  （ 現行どおり ） 

第２条 本協会は、会員の定款第３条第８

号に掲げる有価証券の売買その他の取引

等に係る業務及び当該業務に付随する業

務、特定業務会員が行う定款第５条第２

号イ、ロ又はハに掲げる業務並びに特別

会員の定款第５条第３号に規定する登録

金融機関業務における個人情報等の取扱

いに関し、次の各号に掲げる業務を行

う。 

１～８  （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 

  



別 紙 ９ 

「個人情報の取扱いに関する苦情処理業務規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日 

（下線部分変更） 

改 正 案 現   行 

  

（苦情処理業務の実施体制） 

第２条 個人情報相談室は、会員の定款第３

条第８号に規定する有価証券の売買その

他の取引等に係る業務及び当該業務に付

随する業務、特定業務会員が行う定款第５

条第２号イからニまでに掲げる業務並び

に特別会員の定款第５条第３号に規定す

る登録金融機関業務における個人情報等

の取扱いに関する苦情（以下「個人情報等

の取扱いに関する苦情」という。）の処理

を行う。 

（苦情処理業務の実施体制） 

第２条 個人情報相談室は、会員の定款第３

条第８号に規定する有価証券の売買その

他の取引等に係る業務及び当該業務に付

随する業務、特定業務会員が行う定款第５

条第２号イ、ロ又はハに掲げる業務並びに

特別会員の定款第５条第３号に規定する

登録金融機関業務における個人情報等の

取扱いに関する苦情（以下「個人情報等の

取扱いに関する苦情」という。）の処理を

行う。 

２     （ 現行どおり ） ２    （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行す

る。 

 

  

 



別 紙 10 

1 

「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 1 8 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（定義） （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

第２条   （ 同   左 ） 

１    （ 現行どおり ） １    （ 省   略 ） 

１の２ 会員等 

  会員及び特定業務会員（定款第５条

第２号ニに掲げる業務を行う特定業務

会員をいう。）をいう。 

（ 新   設 ） 

２ 店頭取引 


  会員等が自己又は他人の計算におい

て行う店頭有価証券の売買その他の取

引をいう。 

２ 店頭取引 


  会員が自己又は他人の計算において

行う店頭有価証券の売買その他の取引

をいう。 

３ 会社内容説明書 

  第５条の要件を満たした、会員等並

びに当該会員等が金融商品仲介業務

（定款第３条第９号に規定する金融商

品仲介業に係る業務をいう。以下同

じ。）の委託を行う特別会員及び金融商

品仲介業者が店頭取扱有価証券の投資

勧誘を行う際の説明資料をいう。 

３ 会社内容説明書 

  第５条の要件を満たした、会員並び

に当該会員が金融商品仲介業務（定款

第３条第９号に規定する金融商品仲介

業に係る業務をいう。以下同じ。）の委

託を行う特別会員及び金融商品仲介業

者が店頭取扱有価証券の投資勧誘を行

う際の説明資料をいう。 

４・５  （ 現行どおり ） ４・５  （ 省   略 ） 

  

（経営権の移転等を目的とした店頭有価証

券の取引に係る投資勧誘） 

（経営権の移転等を目的とした店頭有価証

券の取引に係る投資勧誘） 

第３条の２ 協会員は、経営権の移転等を

目的として、次の各号に掲げる顧客に対

して、当該各号に定める店頭有価証券

（上場有価証券の発行会社が発行した店

頭取扱有価証券を除く。以下この条にお

いて同じ。）の取引又は取引の媒介に係る

投資勧誘を行うことができる。 

第３条の２ （ 同   左 ） 

 １～５  （ 現行どおり ）  １～５  （ 省   略 ） 

２～６   （ 現行どおり ） ２～６   （ 省   略 ） 

７ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として取引の媒

介を行う場合の特別会員による報告は、

当該特別会員に当該金融商品仲介業務の

委託を行った会員等が当該特別会員につ

７ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として取引の媒

介を行う場合の特別会員による報告は、

当該特別会員に当該金融商品仲介業務の

委託を行った会員が当該特別会員につい



 
 

2 
 

改 正 案 現   行 

  

いて併せて報告を行うことで足りる。 て併せて報告を行うことで足りる。 

８・９   （ 現行どおり ） ８・９   （ 省   略 ） 

  

（店頭有価証券の適格機関投資家に対する

投資勧誘） 

（店頭有価証券の適格機関投資家に対する

投資勧誘） 

第４条 協会員は、店頭有価証券に譲渡制

限を付すことを取得の条件として、当該

店頭有価証券に係る投資勧誘を適格機関

投資家（金商法第２条第３項第１号に規

定する適格機関投資家をいう。以下同

じ。）に対して行うことができる。 

第４条   （ 同   左 ） 

２・３   （ 現行どおり ） ２・３   （ 省   略 ） 

４ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として同項に基

づく投資勧誘を行う場合の特別会員によ

る報告は、当該特別会員に当該金融商品

仲介業務の委託を行った会員等が当該特

別会員について併せて報告を行うことで

足りる。 

４ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として同項に基

づく投資勧誘を行う場合の特別会員によ

る報告は、当該特別会員に当該金融商品

仲介業務の委託を行った会員が当該特別

会員について併せて報告を行うことで足

りる。 

  

（企業価値評価等が可能な特定投資家に対

する店頭有価証券の投資勧誘） 

（企業価値評価等が可能な特定投資家に対

する店頭有価証券の投資勧誘） 

第４条の２ 協会員は、次の各号に掲げる

取引を行う場合、特定投資家（金商法第

２条第 31 項に規定する特定投資家（同法

第 34 条の２第５項の規定により特定投資

家以外の顧客とみなされる者を除き、同

法第 34 条の３第４項（同法第 34 条の４

第６項において準用する場合を含む。）の

規定により特定投資家とみなされる者を

含む。）をいう。以下同じ。）のうち、自

らの責任において企業価値評価等を行う

能力を有することを当該協会員が認めた

者に対して、店頭有価証券に係る投資勧

誘を行うことができる。 

第４条の２ （ 同   左 ） 

 １～４  （ 現行どおり ）  １～４  （ 省   略 ） 

２・３   （ 現行どおり ） ２・３   （ 省   略 ） 

４ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として同項に基

づく投資勧誘を行う場合の特別会員によ

る報告は、当該特別会員に当該金融商品

仲介業務の委託を行った会員等が当該特

別会員について併せて報告を行うことで

４ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として同項に基

づく投資勧誘を行う場合の特別会員によ

る報告は、当該特別会員に当該金融商品

仲介業務の委託を行った会員が当該特別

会員について併せて報告を行うことで足
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改 正 案 現   行 

  

足りる。 りる。 

  

（店頭取扱有価証券の投資勧誘） （店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

第６条 協会員は、店頭取扱有価証券（第

２条第４号ロ又はニに該当する店頭取扱

有価証券を除く。以下同じ。）の募集、売

出し（金商法第 13 条第１項の規定により

目論見書を作成しなければならないもの

に限る。以下この項において同じ。）、私

募若しくは私売出し（金商法第２条第４

項第２号イからハまでのいずれかに該当

する売付け勧誘等をいう。以下同じ。）

（以下「募集等」という。）の取扱い又は

売出し若しくは私売出し（以下「募集等

の取扱い等」という。）に係る投資勧誘を

行うことができる。 

第６条   （ 同   左 ） 

２～６   （ 現行どおり ） ２～６   （ 省   略 ） 

７ 協会員は、第２項及び第３項に規定す

る店頭取扱有価証券の募集等の取扱い等

を行う場合には、当該募集等に係る有価

証券届出書、目論見書又は会社内容説明

書を取扱部店（当該会員等が金融商品仲

介業務の委託を行う特別会員及び金融商

品仲介業者の部店を含む。）に備え置き、

顧客の縦覧に供しなければならない。 

７ 協会員は、第２項及び第３項に規定す

る店頭取扱有価証券の募集等の取扱い等

を行う場合には、当該募集等に係る有価

証券届出書、目論見書又は会社内容説明

書を取扱部店（当該会員が金融商品仲介

業務の委託を行う特別会員及び金融商品

仲介業者の部店を含む。）に備え置き、顧

客の縦覧に供しなければならない。 

８ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として同項に基

づく投資勧誘を行う場合の特別会員によ

る報告は、当該特別会員に当該金融商品

仲介業務の委託を行った会員等が当該特

別会員について併せて報告を行うことで

足りる。 

８ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘に

ついて、本協会が別に定めるところによ

り、本協会に報告しなければならない。

なお、金融商品仲介業務として同項に基

づく投資勧誘を行う場合の特別会員によ

る報告は、当該特別会員に当該金融商品

仲介業務の委託を行った会員が当該特別

会員について併せて報告を行うことで足

りる。 

  

（共同計算の取引） （共同計算の取引） 

第９条 会員等は、他の会員等又は顧客と

共同計算による店頭取引（フェニックス

銘柄の店頭取引を除く。以下同じ。）を行

ってはならない。 

第９条 会員は、他の会員又は顧客と共同

計算による店頭取引（フェニックス銘柄

の店頭取引を除く。以下同じ。）を行って

はならない。 

  

（不正な手段を用いた店頭取引の禁止） （不正な手段を用いた店頭取引の禁止） 

第 10 条 会員等は、仮装売買、馴合い売買

等の不正な手段を用いて店頭取引を行っ

てはならない。 

第 10 条 会員は、仮装売買、馴合い売買等

の不正な手段を用いて店頭取引を行って

はならない。 

  

（過当の取引） （過当の取引） 
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改 正 案 現   行 

  

第 11 条 会員等は、店頭有価証券について

は、自己又は関係会社等の計算におい

て、自己の資力又は当該店頭有価証券の

取引状況に比し、過当とみられる店頭取

引を行ってはならない。 

第 11 条 会員は、店頭有価証券について

は、自己又は関係会社等の計算におい

て、自己の資力又は当該店頭有価証券の

取引状況に比し、過当とみられる店頭取

引を行ってはならない。 

  

（買あおり又は売崩し） （買あおり又は売崩し） 

第 12 条 会員等は、店頭有価証券について

他人に誤解を生じさせ、人為的に活況を

仮装し又は相場に不当な影響を与え若し

くは実勢を反映しない作為的相場を形成

する等の目的をもって、順次に気配若し

くは売買価格を高くして買付けを行い又

は順次に気配若しくは売買価格を低くし

て売付けを行う等の行為を行ってはなら

ない。 

第 12 条 会員は、店頭有価証券について他

人に誤解を生じさせ、人為的に活況を仮

装し又は相場に不当な影響を与え若しく

は実勢を反映しない作為的相場を形成す

る等の目的をもって、順次に気配若しく

は売買価格を高くして買付けを行い又は

順次に気配若しくは売買価格を低くして

売付けを行う等の行為を行ってはならな

い。 

  

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

第 13 条 協会員は、「私設取引システムに

おける非上場有価証券の取引等に関する

規則」第２条第５号に規定する非上場認

可 PTS 銘柄取引又は同条第 14 号に規定す

る登録 PTS 銘柄取引の場合を除き、店頭

有価証券については成行注文を受けては

ならない。 

第 13 条  （ 同   左 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

３ 協会員は、未発行店頭有価証券につい

ては店頭取引（新株予約権（当該新株予

約権を行使することができる期間の初日

が到来していないものを除く。）の目的で

ある株券（金商法第 29 条の４の４第８項

第１号に規定する有価証券に該当するも

のに限る。）の売買の媒介を除く。）を行

ってはならない。 

３ 協会員は、未発行店頭有価証券につい

ては店頭取引を行ってはならない。 

  

（会員等間の売買の制限） （会員間の売買の制限） 

第 14 条 会員等は、第３条の２、第４条、

第４条の２、第６条、第７条及び「店頭

有価証券等の特定投資家に対する投資勧

誘等に関する規則」の規定により投資勧

誘を行うもの並びに「私設取引システム

における非上場有価証券の取引等に関す

る規則」第２条第５号に規定する非上場

認可 PTS 銘柄取引又は同条第 14 号に規定

する登録 PTS 銘柄取引の場合を除き、店

頭有価証券については、会員等間の流通

第 14 条 会員は、第３条の２、第４条、第

４条の２、第６条、第７条及び「店頭有

価証券等の特定投資家に対する投資勧誘

等に関する規則」の規定により投資勧誘

を行うもの並びに「私設取引システムに

おける非上場有価証券の取引等に関する

規則」第２条第５号に規定する非上場認

可 PTS 銘柄取引又は同条第 14 号に規定す

る登録 PTS 銘柄取引の場合を除き、店頭

有価証券については、会員間の流通を目
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改 正 案 現   行 

  

を目的とする店頭取引を行ってはならな

い。 

的とする店頭取引を行ってはならない。 

  

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭

取扱有価証券の売買報告等） 

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭

取扱有価証券の売買報告等） 

第 15 条 会員等は、上場有価証券の発行会

社が発行した店頭取扱有価証券について

店頭取引を行ったときは、その旨を当該

店頭取引を行った日の属する月の翌月の

15 日（当日が休業日の場合は、翌営業

日）までに、所定の様式により本協会に

報告しなければならない。 

第 15 条 会員は、上場有価証券の発行会社

が発行した店頭取扱有価証券について店

頭取引を行ったときは、その旨を当該店

頭取引を行った日の属する月の翌月の 15

日（当日が休業日の場合は、翌営業日）

までに、所定の様式により本協会に報告

しなければならない。 

２ 本協会は、前項の規定により会員等か

ら報告を受けた内容について定期的に公

表する。 

２ 本協会は、前項の規定により会員から

報告を受けた内容について定期的に公表

する。 

３ 本協会は、売買管理上必要があると認

めるときは、会員等に店頭取引の状況に

ついて報告を求めることができる。 

３ 本協会は、売買管理上必要があると認

めるときは、会員に店頭取引の状況につ

いて報告を求めることができる。 

  

（店頭有価証券の価格情報の責任の所在等

の明示） 

（店頭有価証券の価格情報の責任の所在等

の明示） 

第 16 条 会員等は、店頭有価証券の売買価

格等の情報（以下「価格等情報」とい

う。）を提示する場合（「株主コミュニテ

ィに関する規則」、「株式投資型クラウド

ファンディング業務に関する規則」、「店

頭有価証券等の特定投資家に対する投資

勧誘等に関する規則」又は「私設取引シ

ステムにおける非上場有価証券の取引等

に関する規則」による場合を除く。）は、

いかなる媒体の利用を問わず、当該価格

等情報と併せて会員等名、取扱部店名

（当該会員等が金融商品仲介業務の委託

を行う特別会員及び金融商品仲介業者の

部店を含む。）及び当該価格等情報の提示

日並びに当該価格等情報は売り気配又は

買い気配ではない旨を明示しなければな

らない。 

第 16 条 会員は、店頭有価証券の売買価格

等の情報（以下「価格等情報」という。）

を提示する場合（「株主コミュニティに関

する規則」、「株式投資型クラウドファン

ディング業務に関する規則」、「店頭有価

証券等の特定投資家に対する投資勧誘等

に関する規則」又は「私設取引システム

における非上場有価証券の取引等に関す

る規則」による場合を除く。）は、いかな

る媒体の利用を問わず、当該価格等情報

と併せて会員名、取扱部店名（当該会員

が金融商品仲介業務の委託を行う特別会

員及び金融商品仲介業者の部店を含む。）

及び当該価格等情報の提示日並びに当該

価格等情報は売り気配又は買い気配では

ない旨を明示しなければならない。 

  

付   則  

  

この規則は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  

 

 



別 紙 11 

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の 

一部改正について（案） 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 1 8 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（特別会員が委託を受けて行う場合の取扱

い） 

（特別会員が委託を受けて行う場合の取扱

い） 

第 20 条 特別会員が、取扱協会員である会

員又は特定業務会員（定款第５条第２号

ニに掲げる業務を行う特定業務会員をい

う。）（以下「会員等」という。）からの委

託を受けて本規則に基づく投資勧誘を行

う場合において、当該会員等又は当該特

別会員のいずれか一方の協会員が、第３

条、第４条、第６条、第７条、第 10 条又

は第 11 条に定める行為を行ったときは、

当該他の協会員は、これら各条の規定に

かかわらず、当該規定に基づく行為を行

うことを要さない。 

第 20 条 特別会員が、取扱協会員である会

員からの委託を受けて本規則に基づく投

資勧誘を行う場合において、当該会員又

は当該特別会員のいずれか一方の協会員

が、第３条、第４条、第６条、第７条、

第 10 条又は第 11 条に定める行為を行っ

たときは、当該他の協会員は、これら各

条の規定にかかわらず、当該規定に基づ

く行為を行うことを要さない。 

  

付   則  

  

この規則は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  

 

 



別 紙 12 

1 

「株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 1 8 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（定義） （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条   （ 同   左 ） 

１・２  （ 現行どおり ） １・２  （ 省   略 ） 

３ 会員等 

 会員及び特定業務会員（定款第５条第

２号ロ又はニに掲げる業務を行う特定業

務会員をいう。以下同じ。）をいう。 

３ 会員等 

  会員及び特定業務会員（定款第５条第

２号ロに掲げる業務のみを行う特定業務

会員をいう。以下同じ。）をいう。 

４・５  （ 現行どおり ） ４・５  （ 省   略 ） 

  

（株主コミュニティにおける募集等の取扱い

等との併用禁止） 

（株主コミュニティにおける募集等の取扱い

等との併用禁止） 

第３条 会員等は、自らが運営会員（「株主コ

ミュニティに関する規則」第２条第４号に

規定する運営会員をいう。）となっている株

主コミュニティ銘柄（同条第５号に規定す

る株主コミュニティ銘柄をいう。以下同

じ。）の募集、私募、売出し若しくは私売出

し（金商法第２条第４項第２号イからハま

でのいずれかに該当する売付け勧誘等をい

う。以下同じ。）の取扱い又は売出し若しく

は私売出しを行っている間は、当該株主コ

ミュニティ銘柄について、株式投資型クラ

ウドファンディング業務を行ってはならな

い。 

第３条 会員は、自らが運営会員（「株主コミ

ュニティに関する規則」第２条第４号に規

定する運営会員をいう。）となっている株主

コミュニティ銘柄（同条第５号に規定する

株主コミュニティ銘柄をいう。以下同じ。）

の募集、私募、売出し若しくは私売出し

（金商法第２条第４項第２号イからハまで

のいずれかに該当する売付け勧誘等をい

う。以下同じ。）の取扱い又は売出し若しく

は私売出しを行っている間は、当該株主コ

ミュニティ銘柄について、株式投資型クラ

ウドファンディング業務を行ってはならな

い。 

  

（ウェブサイトにおける情報提供） （ウェブサイトにおける情報提供） 

第９条 会員等は、金商法第 43 条の５に規定

する措置を講ずるに当たっては、金商業等

府令第 146 条の２に定めるところのほか、

次の各号に掲げる事項についても、当該措

置と同様の措置を講じなければならない。 

第９条   （ 同   左 ） 

１～17  （ 現行どおり ） １～17  （ 省   略 ） 

18 特定業務会員にあっては、金商法第 29

条の４第１項第６号イ及び同法第 46 条の

６の自己資本規制比率に係る規制並びに

同法第 79条の 27第１項及び第２項の投資

者保護基金への加入義務が適用されない

旨並びに同法第 29 条の４の２第８項及び

第９項の規定又は同法第 29 条の４の４第

７項及び第８項の規定により店頭有価証

券の券面の預託を受けることができない

18 特定業務会員にあっては、金商法第 29

条の４第１項第６号イ及び同法第 46 条の

６の自己資本規制比率に係る規制並びに

同法第 79条の 27第１項及び第２項の投資

者保護基金への加入義務が適用されない

旨並びに同法第 29 条の４の２第８項及び

第９項の規定により店頭有価証券の券面

の預託を受けることができない旨 
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改 正 案 現   行 

  

旨 

19～21  （ 現行どおり ） 19～21  （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

（反社会的勢力の排除） （反社会的勢力の排除） 

第 19 条 特定業務会員は、相手方が反社会的

勢力であることを知りながら、当該相手方

との間で株式投資型クラウドファンディン

グ業務を行ってはならない。 

第 19 条 特定業務会員は、原則として、相手

方が反社会的勢力であることを知りなが

ら、当該相手方との間で株式投資型クラウ

ドファンディング業務を行ってはならな

い。 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

（反社会的勢力でない旨の確約） （反社会的勢力でない旨の確約） 

第 21 条 特定業務会員（定款第５条第２号ロ

に掲げる業務のみを行う特定業務会員をい

う。以下本条、次条及び第 23 条において同

じ。）は、株式投資型クラウドファンディン

グ業務により顧客に店頭有価証券を取得さ

せようとする場合は、その都度、当該顧客

から反社会的勢力でない旨の確約を受ける

とともに、確約が虚偽であると認められた

ときは、特定業務会員の申出により当該店

頭有価証券の取得に係る契約が解除される

ことを約させなければならない。 

第 21 条 特定業務会員は、株式投資型クラウ

ドファンディング業務により顧客に店頭有

価証券を取得させようとする場合は、その

都度、当該顧客から反社会的勢力でない旨

の確約を受けるとともに、確約が虚偽であ

ると認められたときは、特定業務会員の申

出により当該店頭有価証券の取得に係る契

約が解除されることを約させなければなら

ない。 

  

（審査の実施） （審査の実施） 

第 22 条 特定業務会員は、株式投資型クラウ

ドファンディング業務により顧客に店頭有

価証券を取得させようとする場合は、その

都度、当該顧客が反社会的勢力に該当する

か否かについて審査するよう努めなければ

ならない。 

第 22 条   （ 同   左 ） 

  

（契約の禁止） （契約の禁止） 

第 23 条 特定業務会員は、前条に定める審査

の結果、顧客が反社会的勢力であることが

判明した場合は、当該顧客と株式投資型ク

ラウドファンディング業務に係る契約を締

結してはならない。 

第 23 条   （ 同   左 ） 

  

付   則  

  

この規則は、令和７年●月●日から施行す

る。 
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1 

「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について（案） 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 1 8 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（定義） （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

第２条   （ 同   左 ） 

１～３  （ 現行どおり ） １～３  （ 省   略 ） 

３の２ 会員等 

会員及び特定業務会員（定款第５条第

２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員

をいう。） 

（ 新   設 ） 

４ 運営会員 

株主コミュニティの運営を行うものと

して本協会が指定した会員等をいう。 

４ 運営会員 

株主コミュニティの運営を行うものと

して本協会が指定した会員をいう。 

５～８  （ 現行どおり ） ５～８  （ 省   略 ） 

  

（株式投資型クラウドファンディング業務

との併用禁止） 

（株式投資型クラウドファンディング業務

との併用禁止） 

第３条 会員等は、当該会員等が株式投資

型クラウドファンディング業務（「株式投

資型クラウドファンディング業務に関す

る規則」第２条第２号に規定する株式投

資型クラウドファンディング業務をい

う。）において店頭有価証券を取り扱って

いる間は、株主コミュニティにおいて当

該店頭有価証券の募集、私募、売出し若

しくは私売出し（金融商品取引法（以下

「金商法」という。）第２条第４項第２号

イからハまでのいずれかに該当する売付

け勧誘等をいう。以下同じ。）の取扱い又

は売出し若しくは私売出し（以下「募集

等の取扱い等」という。）を行ってはなら

ない。 

第３条 会員は、当該会員が株式投資型ク

ラウドファンディング業務（「株式投資型

クラウドファンディング業務に関する規

則」第２条第２号に規定する株式投資型

クラウドファンディング業務をいう。）に

おいて店頭有価証券を取り扱っている間

は、株主コミュニティにおいて当該店頭

有価証券の募集、私募、売出し若しくは

私売出し（金融商品取引法（以下「金商

法」という。）第２条第４項第２号イから

ハまでのいずれかに該当する売付け勧誘

等をいう。以下同じ。）の取扱い又は売出

し若しくは私売出し（以下「募集等の取

扱い等」という。）を行ってはならない。 

  

（株主コミュニティの組成） （株主コミュニティの組成） 

第４条 会員等は、株主コミュニティの組

成に当たっては、本協会より、第 26 条第

３項に基づく指定を受けなければならな

い。 

第４条 会員は、株主コミュニティの組成

に当たっては、本協会より、第 26 条第３

項に基づく指定を受けなければならな

い。 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

（共同計算の取引の禁止） （共同計算の取引の禁止） 

第 20 条 会員等は、他の会員等又は参加者 第 20 条 会員は、他の会員又は参加者と共
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改 正 案 現   行 

  

と共同計算による株主コミュニティ銘柄

に係る店頭取引を行ってはならない。 

同計算による株主コミュニティ銘柄に係

る店頭取引を行ってはならない。 

  

（不正な手段を用いた店頭取引の禁止） （不正な手段を用いた店頭取引の禁止） 

第 21 条 会員等は、仮装売買、馴合い売買

等の不正な手段を用いて株主コミュニテ

ィ銘柄に係る店頭取引を行ってはならな

い。 

第 21 条 会員は、仮装売買、馴合い売買等

の不正な手段を用いて株主コミュニティ

銘柄に係る店頭取引を行ってはならな

い。 

  

（過当の取引の禁止） （過当の取引の禁止） 

第 22 条 会員等は、株主コミュニティ銘柄

については、自己又は関係会社等の計算

において、自己の資力又は当該株主コミ

ュニティ銘柄の取引状況に比し、過当と

みられる店頭取引を行ってはならない。 

第 22 条 会員は、株主コミュニティ銘柄に

ついては、自己又は関係会社等の計算に

おいて、自己の資力又は当該株主コミュ

ニティ銘柄の取引状況に比し、過当とみ

られる店頭取引を行ってはならない。 

  

（買あおり又は売崩しの禁止） （買あおり又は売崩しの禁止） 

第 23 条 会員等は、株主コミュニティ銘柄

について他人に誤解を生じさせ、人為的

に活況を仮装し又は相場に不当な影響を

与え若しくは実勢を反映しない作為的相

場を形成する等の目的をもって、順次に

気配若しくは売買価格を高くして買付け

を行い又は順次に気配若しくは売買価格

を低くして売付けを行う等の行為を行っ

てはならない。 

第 23 条 会員は、株主コミュニティ銘柄に

ついて他人に誤解を生じさせ、人為的に

活況を仮装し又は相場に不当な影響を与

え若しくは実勢を反映しない作為的相場

を形成する等の目的をもって、順次に気

配若しくは売買価格を高くして買付けを

行い又は順次に気配若しくは売買価格を

低くして売付けを行う等の行為を行って

はならない。 

  

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

第 24 条 会員等は、「私設取引システムに

おける非上場有価証券の取引等に関する

規則」第２条第 14 号に規定する登録 PTS

銘柄取引の場合を除き、株主コミュニテ

ィ銘柄については成行注文を受けてはな

らない。 

第 24 条 会員は、「私設取引システムにお

ける非上場有価証券の取引等に関する規

則」第２条第 14 号に規定する登録 PTS 銘

柄取引の場合を除き、株主コミュニティ

銘柄については成行注文を受けてはなら

ない。 

２ 会員等は、株主コミュニティ銘柄につ

いては信用取引（会員が信用の供与を受

けて行う売買を含む。）を行ってはならな

い。 

２ 会員は、株主コミュニティ銘柄につい

ては信用取引（会員が信用の供与を受け

て行う売買を含む。）を行ってはならな

い。 

３ 会員等は、未発行の株主コミュニティ

銘柄については店頭取引（新株予約権

（当該新株予約権を行使することができ

る期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的である株券（金商法第 29 条

の４の４第８項第１号に規定する有価証

券に該当するものに限る。）の売買の媒介

を除く。）を行ってはならない。 

３ 会員は、未発行の株主コミュニティ銘

柄については店頭取引を行ってはならな

い。 



 
 

3 
 

改 正 案 現   行 

  

  

（上場廃止銘柄の取次ぎ等に係る特例） （上場廃止銘柄の取次ぎ等に係る特例） 

第 32 条 金融商品取引所により上場廃止と

された株券又は新株予約権付社債券に係

る株主コミュニティを組成している運営

会員以外の会員等は、次に掲げる要件の

全てを満たす場合に限り、当該株主コミ

ュニティに係る株主コミュニティ銘柄に

ついて、顧客による売付けに係る投資勧

誘を行うことができる。 

第 32 条 金融商品取引所により上場廃止と

された株券又は新株予約権付社債券に係

る株主コミュニティを組成している運営

会員以外の会員は、次に掲げる要件の全

てを満たす場合に限り、当該株主コミュ

ニティに係る株主コミュニティ銘柄につ

いて、顧客による売付けに係る投資勧誘

を行うことができる。 

１ 当該株主コミュニティ銘柄に係る一

の運営会員から、当該株主コミュニテ

ィ銘柄を取り扱うことについて承諾を

得ること。 

１   （ 同   左 ） 

２ 当該売付けに係る投資勧誘は、前号

の承諾を行った運営会員に対して売買

又は売買の媒介、取次ぎ若しくは代理

（以下この章において「取次ぎ等」と

いう。）を行うことを条件とするもので

あること。 

２   （ 同   左 ） 

２ 本協会は、前項の規定により取次ぎ等

を行った会員等（以下この章において

「取次ぎ等会員」という。）に対し、株主

コミュニティ銘柄の取扱状況に関して必

要があると認める場合は、照会、事情聴

取又は資料の徴求を行うことができる。 

２ 本協会は、前項の規定により取次ぎ等

を行った会員（以下この章において「取

次ぎ等会員」という。）に対し、株主コミ

ュニティ銘柄の取扱状況に関して必要が

あると認める場合は、照会、事情聴取又

は資料の徴求を行うことができる。 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この規則は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  

 

 



別 紙 14 

1 
 

「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」の 

一部改正について（案） 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 1 8 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（目 的） （目 的） 

第１条 この規則は、会員等が運営する私

設取引システムにおける非上場有価証券

の取引に関し必要な事項を定めることに

より、非上場有価証券の私設取引システ

ムにおける取引を公正かつ円滑ならし

め、もって投資者の保護及び非上場有価

証券に係る流通市場の健全な発展に資す

ることを目的とする。 

第１条 この規則は、会員が運営する私設

取引システムにおける非上場有価証券の

取引に関し必要な事項を定めることによ

り、非上場有価証券の私設取引システム

における取引を公正かつ円滑ならしめ、

もって投資者の保護及び非上場有価証券

に係る流通市場の健全な発展に資するこ

とを目的とする。 

  

（定 義） （定 義） 

第２条   （ 現行どおり ） 第２条   （ 省   略 ） 

１～11  （ 現行どおり ） １～11  （ 省   略 ） 

12 登録 PTS 銘柄 12 登録 PTS 銘柄 

非上場有価証券のうち、金商法第 30 条

第１項各号に掲げる有価証券であって、

会員等が自ら開設する登録 PTS における

取引の対象とするものをいう。 

非上場有価証券のうち、金商法第 30 条

第１項各号に掲げる有価証券であって、

会員が自ら開設する登録 PTS における取

引の対象とするものをいう。 

13・14  （ 現行どおり ） 13・14  （ 省   略 ） 

15 登録 PTS 運営業務 15 登録 PTS 運営業務 

会員等が自ら開設する登録 PTS におい

て登録 PTS 銘柄取引又はその媒介等を行

う業務をいう。 

会員が自ら開設する登録 PTS において

登録 PTS 銘柄取引又はその媒介等を行う

業務をいう。 

16 登録 PTS 取引業務 16 登録 PTS 取引業務 

協会員が他の会員等の開設する登録 PTS

において登録 PTS 銘柄取引若しくはその

媒介等を行う業務又は当該媒介等の委託

の取次ぎを行う業務をいう。 

協会員が他の会員の開設する登録 PTS

において登録 PTS 銘柄取引若しくはその

媒介等を行う業務又は当該媒介等の委託

の取次ぎを行う業務をいう。 

17 登録 PTS 運営会員 17 登録 PTS 運営会員 

登録 PTS 運営業務を行う会員等をい

う。 

登録 PTS 運営業務を行う会員をいう。 

18～21  （ 現行どおり ） 18～21  （ 省   略 ） 

22 会員等 （ 新   設 ） 

会員及び特定業務会員（定款第５条第

２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員

をいう。）をいう。 

 

  

付   則  

  



 

2 

改 正 案 現   行 

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 

 

  
 



別 紙 15 

「協会員間の紛争の調停に関する規則」の一部改正について（案） 

 

令和７年２月 18 日  

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現   行 

  

（目  的） （目  的） 

第１条 この規則は、定款第３条第８号に

規定する有価証券の売買その他の取引等

に係る業務に関して生じた協会員間の紛

争（特定業務会員にあっては、定款第５

条第２号イからニまでに掲げる業務、特

別会員にあっては、定款第５条第３号に

規定する登録金融機関業務に関して生じ

た紛争に限る。）につき、当事者の互譲に

より、条理にかない実情に即した解決を

はかることを目的とする。 

第１条 この規則は、定款第３条第８号に

規定する有価証券の売買その他の取引等

に係る業務に関して生じた協会員間の紛

争（特定業務会員にあっては、定款第５

条第２号イ、ロ又はハに掲げる業務、特

別会員にあっては、定款第５条第３号に

規定する登録金融機関業務に関して生じ

た紛争に限る。）につき、当事者の互譲に

より、条理にかない実情に即した解決を

はかることを目的とする。 

  

付   則  

  

この改正は、令和７年●月●日から施行

する。 
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Ⅰ．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正及び
本協会定款改正の概要

Ⅱ．金商法改正及び本協会定款改正を受けた自主規制規則等
の改正について
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１．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正の概要

 金融審議会（市場制度WG・資産運用TF）において、非上場有価証券の流通市場を
活性化し、スタートアップの持続的な成長に繋げる観点から、非上場有価証券の
プライマリー取引・セカンダリー取引の仲介業務に特化した第一種金融商品取引
業者について、登録要件等を緩和する制度の導入が提言された

（出所）金融庁ホームページ 第213回国会における金融庁関連法律案 説明資料より抜粋（※赤枠は事務局にて追加）
https://www.fsa.go.jp/common/diet/213/index.html
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 金融審議会の提言を受けた令和６年金商法改正（令和６年５月22日公布、１年以
内施行）において、特定投資家等を対象に非上場有価証券の売買の媒介等を業と
して行う行為が「非上場有価証券特例仲介等業務」と定義され、当該業務のみを
行う第一種金融商品取引業者は「非上場有価証券特例仲介等業者」と定義された

金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律
（非上場有価証券特例仲介等業者についての登録等の特例）
第29条の４の４
７ 第３項から前項までの「非上場有価証券特例仲介等業者」とは、登録申請書に非上場有価証券特例仲介

等業務に該当する旨を記載して第29条の登録又は第31条第４項の変更登録を受けた者（第30条第１項の認
可を受けた者を除く。）をいう。

８ 第１項、第２項及び前２項の「非上場有価証券特例仲介等業務」とは、第一種金融商品取引業のうち、
次に掲げる行為のいずれかを業として行うことをいう。
一 有価証券（金融商品取引所に上場されていないものに限り、政令で定めるものを除く。）に係る次に

掲げる行為
イ 売付けの媒介又は第２条第８項第９号に掲げる行為（一般投資家（特定投資家等、当該有価証券の

発行者その他内閣府令で定める者以外の者をいう。以下この号において同じ。）を相手方として行
うもの及び一般投資家に対する勧誘に基づき当該一般投資家のために行うものを除く。）

ロ 買付けの媒介（一般投資家のために行うもの及び一般投資家に対する勧誘に基づき当該一般投資家
を相手方として行うものを除く。）

二 前号に掲げる行為に関して顧客から金銭の預託を受けること（同号に掲げる行為による取引の決済の
ために必要なものであって、当該預託の期間が政令で定める期間を超えないものに限る。）。

１．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正の概要
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金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備
に関する政令案（2025年１月17日）
（非上場有価証券特例仲介等業務の対象から除かれる有価証券）
第15条の10の４ 法第29条の４の４第８項第１号に規定する政令で定める有価証券は、店頭売買有価証券と

する。

（非上場有価証券特例仲介等業務における預託の期間）
第15条の10の５ 法第29条の４の４第８項第２号に規定する政令で定める期間は、顧客から金銭の預託を受

けた日の翌日から１週間とする。

金融商品取引業等に関する内閣府令（案）（2025年１月17日）
（一般投資家に含まれない者）
第16条の３ 法第29条の４の４第８項第１号イに規定する内閣府令で定める者は、次に掲げる者とする。

一 当該有価証券の発行者の取締役、監査役、執行役、理事若しくは監事若しくはこれらに準ずる者若し
くは使用人（以下この条において「特定役員等」という。）又は当該特定役員等の被支配法人等（当該
発行者を除く。）

二 当該有価証券の発行者の総株主等の議決権（法第29条の４第２項に規定する総株主等の議決権をいう
。以下同じ。）の100分の50を超える議決権（社債、株式等の振替に関する法律第147条第１項又は第
148条第１項（これらの規定を同法第228条第１項、第235条第１項、第239条第１項及び第276条（第２
号に係る部分に限る。）において準用する場合を含む。）の規定により発行者に対抗することができな
い株式又は出資に係る議決権を含む。以下この条において「対象議決権」という。）を自己又は他人の
名義をもって保有する会社（前号に掲げる者を除く。）

２ 特定役員等とその被支配法人等が合わせて他の法人等（法人その他の団体をいう。以下この条において
同じ。）の総株主等の議決権の100分の50を超える対象議決権を自己又は他人の名義をもって保有する場
合には、当該他の法人等は、当該特定役員等の被支配法人等とみなして、前項第１号及びこの項の規定を
適用する。

３ 第１項第１号及び前項の「被支配法人等」とは、特定役員等が他の法人等の総株主等の議決権の100分
の50を超える対象議決権を自己又は他人の名義をもって保有する場合における当該他の法人等をいう。

１．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正の概要
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 前述の金商法改正に際し、非上場有価証券の仲介業務への新規参入を促すため、
非上場有価証券特例仲介等業者については、同業務に特化し、原則として有価証
券や金銭の預託を受けないことを前提に、第一種金融商品取引業に係る登録要件
（最低資本金、自己資本規制比率、兼業規制、金融商品取引責任準備金）等を緩
和することとされた

金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律
（非上場有価証券特例仲介等業者についての登録等の特例）
第29条の４の４
２ 第29条の４第１項第５号ハ及び第６号イの規定（これらの規定を第31条第５項において準用する場合を

含む。）は、前項の場合又は第31条第４項の変更登録を受けようとする者が第一種金融商品取引業のうち
非上場有価証券特例仲介等業務のみを行おうとする場合における非上場有価証券特例仲介等業務について
は、適用しない。

３ 非上場有価証券特例仲介等業者（投資運用業を行う者を除く。次項において同じ。）は、第35条第３項
の規定にかかわらず、同条第２項各号に掲げる業務を行うこととなった旨を内閣総理大臣に届け出ること
を要しない。

４ 非上場有価証券特例仲介等業者は、金融商品取引業並びに第35条第１項及び第２項の規定により行う業
務以外の業務を行う場合には、同条第４項の規定にかかわらず、内閣総理大臣の承認を受けることを要し
ない。

５ 第46条の５及び第46条の６の規定は、非上場有価証券特例仲介等業者については、適用しない。

※ 最低資本金は政令事項（次頁）

１．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正の概要
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金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備
に関する政令案（2025年１月17日）
（金融商品取引業者の最低資本金の額等）
第15条の７ 法第29条の４第１項第４号イ（法第31条第５項において準用する場合を含む。）に規定する政

令で定める金額は次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額とする。
一～二の二 （省略）
三 第一種金融商品取引業（第一種少額電子募集取扱業務（法第29条の４の２第９項に規定する第一種少

額電子募集取扱業務をいう。以下同じ。）及び非上場有価証券特例仲介等業務（法第29条の４の４第８
項に規定する非上場有価証券仲介特例等業務をいう。以下同じ。）を除く。）を行おうとする場合（前
３号に掲げる場合を除く。 ５千万円

四・五 （省略）
六 第一種少額電子募集取扱業務又は非上場有価証券特例仲介等業務を行おうとする場合（前各号に掲げ

る場合を除く。） 千万円
七・八 （省略）

２ （省略）

１．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正の概要

6
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＜参考＞金商業者の登録要件等比較表

第二種
金融商品取引業

第一種
金融商品取引業

第二種少額電子
募集取扱業務

非上場有価証券
特例仲介等業務

第一種少額電子
募集取扱業務

500万円以上1,000万円以上1,000万円以上1,000万円以上5,000万円以上最低資本金等

不適用不適用不適用不適用120％以上
自己資本規制

比率

不適用不適用不適用不適用適用
金融商品取引
責任準備金

あり（金商業を的確に遂行するに足りる人的構成を有すること）人的構成要件

なしなしなしなしあり
投資者保護基
金の加入義務

不適用不適用不適用不適用適用兼業規制

＜参考：各業務で扱える取引等の概要＞

限定無し限定無し
プロ投資家

（特定投資家、
発行会社の親会社、役職員）

限定無し限定無し対象投資家

募集・私募の取扱い
（原則ネットのみ）

限定無し
売買の媒介

募集・売出し等の取扱い
募集・私募の取扱い
（原則ネットのみ）

限定無し対象取引

金銭のみ可
（一定要件あり）

金銭のみ可
（一定要件あり）

金銭のみ可（取引関連に限る、
預託期間は１週間以内）

金銭のみ可
（取引関連に限る）

可預託の可否

7
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 本協会では、「非上場有価証券特例仲介等業務」は第一種金融商品取引業に該当
すること、及び、「非上場有価証券特例仲介等業者」に係る登録要件等が緩和さ
れていることを踏まえ、非上場有価証券特例仲介等業者を定款上の「特定業務会
員」と位置づけ、特定業務会員の対象業務に非上場有価証券特例仲介等業務を追
加する定款改正を行った（2025年２月10日）

２．非上場有価証券特例仲介等業務に関する本協会
定款改正の概要

主な事業者業登録協会員区分

証券会社 等第一種金商業者会員

銀行 等登録金融機関特別会員

特定店頭デリバティブ取引業者（電子取引基盤運営業者）第一種金商業者特定業務会員

株式投資型クラウドファンディング業者

商品関連市場デリバティブ取引の取次専業業者

非上場有価証券特例仲介等業者（新設）

8
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旧新

（協会員の要件）

第５条 （ 同 左 ）

１ （ 省 略 ）

２ （ 同 左 ）

イ （ 同 左 ）

ロ （ 同 左 ）

ハ （ 同 左 ）

（ 新 設 ）

３ （ 省 略 ）

（協会員の要件）

第５条 本協会の協会員は、次の各号に掲げる協会

員の区分に応じ、当該各号に定める者とする。

１ （ 現行どおり ）

２ 特定業務会員

金融商品取引業者のうち、第一種金融商品取

引業において、次に掲げる業務のみを行う者

イ 特定店頭デリバティブ取引等に係る業務

ロ 金商法第29条の４の２第９項に規定する

第一種少額電子募集取扱業務（同項第１号

に掲げる有価証券に係る業務に限る。）

ハ 商品関連市場デリバティブ取引取次ぎ等

に係る業務

ニ 金商法第29条の４の４第８項に規定する

非上場有価証券特例仲介等業務

３ （ 現行どおり ）

（参考）定款改正新旧表

２．非上場有価証券特例仲介等業務に関する本協会
定款改正の概要

 特定業務会員の業務として「金商法第29条の４の４第８項に規定する非上場
有価証券特例仲介等業務」を追加

9
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Ⅰ．非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正及び
本協会定款改正の概要

Ⅱ．金商法改正及び本協会定款改正を受けた自主規制規則等
の改正について

10
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１．改正を要する自主規制規則等

 本協会では、非上場有価証券特例仲介等業務に関する金商法改正及び本協会定款
改正を受け、以下の３点について自主規制規則等の改正を行うこととした。

(１) 特定業務会員の範囲に非上場有価証券特例仲介等業務を行う第一種金融商品取引業者を
追加したことに伴う改正（定款改正のハネ改正）

• 有価証券の寄託の受入れ等に関する規則
• 顧客資産の分別管理の適正な実施等に関する規則
• 協会員の内部管理責任者等に関する規則
• 有価証券関連業経理の統一に関する規則
• 反社会的勢力との関係遮断に関する規則
• 協会員の従業員に関する規則
• 個人情報の保護に関する指針
• 協会員における個人情報の適正な取扱いの確保に関する規則
• 個人情報の取扱いに関する苦情処理業務規則
• 店頭有価証券に関する規則
• 店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則
• 株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則
• 株主コミュニティに関する規則
• 私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則
• 協会員間の紛争の調停に関する規則

(２) 非上場有価証券特例仲介等業者による新たなサービスの導入に係る未発行店頭有価証券
の取引規制の緩和
• 店頭有価証券に関する規則
• 株主コミュニティに関する規則

(３） 特定業務会員の内部管理に従事する者等に求める資格に係る改正
• 協会員の内部管理責任者等に関する規則

11
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※ 改正を行わない規則等についても、対象が「協会員」や「（対象業務を限定しない）特定
業務会員」となっている条項については、定款改正に伴い、非上場有価証券特例仲介等業者
（非上場有価証券特例仲介等業務）に適用されることになる

 前頁（１）の定款改正のハネ改正の具体的な内容は、主に以下の３点

２．定款改正のハネ改正

① 規則の適用対象となる特定業務会員の業務の範囲に「定款第５条第２号ニに掲げる業務」
を追加する改正

② 新たに「会員等」を定義し「定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員」
を含める改正

③ その他の改正
・ 「株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則」中の反社会的勢力の排除に

関する一部の規定の対象について、特定業務会員のうち定款第５条第２号ロに掲げる業務
のみを行う者に限ることとする

12
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• 有価証券の寄託の受入れ等に関する規則
• 顧客資産の分別管理の適正な実施等に関する規則
• 協会員の内部管理責任者等に関する規則
• 有価証券関連業経理の統一に関する規則
• 反社会的勢力との関係遮断に関する規則
• 協会員の従業員に関する規則
• 個人情報の保護に関する指針
• 協会員における個人情報の適正な取扱いの確保に関する規則
• 個人情報の取扱いに関する苦情処理業務規則
• 株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則
• 協会員間の紛争の調停に関する規則

① 規則の適用対象となる特定業務会員の業務の範囲に「定款第５条第２号ニに掲げる業務」
を追加する改正

【具体的な改正内容】

現 行改 正 案

（目 的）
第１条 この規則は、協会員が行う顧客（消費寄託契約の寄

託者を含む。以下同じ。）からの有価証券の寄託の受入れ、
顧客に対する報告、債権、債務の残高の照合に関する処理
方法等（特別会員にあっては、金融商品取引法（以下「金
商法」という。）第33条の２の登録に係る業務（以下「登
録金融機関業務」という。）に係るものに限り、特定業務
会員にあっては、特定業務（定款第５条第２号イ、ロ又は
ハに掲げる業務をいう。以下同じ。）に係るものに限
る。）について定め、協会員の顧客管理の適正化を図るこ
とを目的とする。

（目 的）
第１条 この規則は、協会員が行う顧客（消費寄託契約の寄

託者を含む。以下同じ。）からの有価証券の寄託の受入れ、
顧客に対する報告、債権、債務の残高の照合に関する処理
方法等（特別会員にあっては、金融商品取引法（以下「金
商法」という。）第33条の２の登録に係る業務（以下「登
録金融機関業務」という。）に係るものに限り、特定業務
会員にあっては、特定業務（定款第５条第２号イからニま
でに掲げる業務をいう。以下同じ。）に係るものに限
る。）について定め、協会員の顧客管理の適正化を図るこ
とを目的とする。

（例）「有価証券の寄託の受入れ等に関する規則」改正案新旧表

２．定款改正のハネ改正
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• 店頭有価証券に関する規則
• 店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則
• 株主コミュニティに関する規則
• 私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則

② 新たに「会員等」を定義し「定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員」
を含める改正

現 行改 正 案

（定 義）
第２条 （ 同 左 ）

（ 新 設 ）

２ 店頭取引
会員が自己又は他人の計算において行う店頭有価証券

の売買その他の取引をいう。

（定 義）
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、

当該各号に定めるところによる。
１の２ 会員等

会員及び特定業務会員（定款第５条第２号ニに掲げる
業務を行う特定業務会員をいう。）をいう。

２ 店頭取引
会員等が自己又は他人の計算において行う店頭有価証

券の売買その他の取引をいう。

（例）「店頭有価証券に関する規則」改正案新旧表

現 行改 正 案

（特別会員が委託を受けて行う場合の取扱い）
第20条 特別会員が、取扱協会員である会員からの委託を受

けて本規則に基づく投資勧誘を行う場合において、当該会
員又は当該特別会員のいずれか一方の協会員が、第３条、
第４条、第６条、第７条、第10条又は第11条に定める行為
を行ったときは、当該他の協会員は、これら各条の規定に
かかわらず、当該規定に基づく行為を行うことを要さない。

（特別会員が委託を受けて行う場合の取扱い）
第20条 特別会員が、取扱協会員である会員又は特定業務会

員（定款第５条第２号ニに掲げる業務を行う特定業務会員
をいう。）（以下「会員等」という。）からの委託を受け
て本規則に基づく投資勧誘を行う場合において、当該会員
等又は当該特別会員のいずれか一方の協会員が、第３条、
第４条、第６条、第７条、第10条又は第11条に定める行為
を行ったときは、当該他の協会員は、これら各条の規定に
かかわらず、当該規定に基づく行為を行うことを要さない。

（例）「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」改正案新旧表

２．定款改正のハネ改正
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• 株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則

③ その他の改正
・「株式投資型クラウドファンディング業務に関する規則」中の反社会的勢力の排除に関する一部
の規定の対象について、特定業務会員のうち定款第５条第２号ロに掲げる業務のみを行う者に限
ることとする

現 行改 正 案

（反社会的勢力でない旨の確約）
第21条 特定業務会員は、株式投資型クラウドファンディン

グ業務により顧客に店頭有価証券を取得させようとする場
合は、その都度、当該顧客から反社会的勢力でない旨の確
約を受けるとともに、確約が虚偽であると認められたとき
は、特定業務会員の申出により当該店頭有価証券の取得に
係る契約が解除されることを約させなければならない。

（反社会的勢力でない旨の確約）
第21条 特定業務会員（定款第５条第２号ロに掲げる業務の

みを行う特定業務会員をいう。以下本条、次条及び第23条
において同じ。）は、株式投資型クラウドファンディング
業務により顧客に店頭有価証券を取得させようとする場合
は、その都度、当該顧客から反社会的勢力でない旨の確約
を受けるとともに、確約が虚偽であると認められたときは、
特定業務会員の申出により当該店頭有価証券の取得に係る
契約が解除されることを約させなければならない。

（参考）「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」改正案新旧表

現 行改 正 案

（特定業務会員への適用）
第14条 本規則（第７条第２項、第３項及び第６項を除

く。）の規定は、特定業務会員（定款第５条第２号イ又は
ハに掲げる業務を行う特定業務会員をいう。以下、この項
において同じ。）について準用する。この場合において、
第１条から第13条までの規定中「会員」とあるのは「特定
業務会員」と、第７条第５項中「、第２項、第４項又は次
項」とあるのは、「又は第４項」と、第８条第１項中「前
条第１項又は第２項」とあるのは「前条第１項」と、第８
条第２項中「前条第４項、第５項又は第６項」とあるのは
「前条第４項又は第５項」と読み替えるものとする。

２ （ 同 左 ）

（特定業務会員への適用）
第14条 本規則（第７条第２項、第３項及び第６項を除

く。）の規定は、特定業務会員（定款第５条第２号イ、ハ
又はニに掲げる業務を行う特定業務会員をいう。以下、こ
の項において同じ。）について準用する。この場合におい
て、第１条から第13条までの規定中「会員」とあるのは
「特定業務会員」と、第７条第５項中「、第２項、第４項
又は次項」とあるのは、「又は第４項」と、第８条第１項
中「前条第１項又は第２項」とあるのは「前条第１項」と、
第８条第２項中「前条第４項、第５項又は第６項」とある
のは「前条第４項又は第５項」と読み替えるものとする。

２ 特定業務会員（定款第５条第２号ロに掲げる業務を行う
特定業務会員をいう。）に係る反社会的勢力との関係遮断
に関する規定は、「株式投資型クラウドファンディング業
務に関する規則」に定めるところによるものとする。

２．定款改正のハネ改正
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① 非上場有価証券特例仲介等業の登録予定社からの要望（発行日取引規制の除外）

今般措置される非上場有価証券特例仲介等業にて、「非上場会社の役職員がストック・オプション（SO）

の権利行使により取得する非上場株式のセカンダリー取引」に関するサービスを提供することを企図してい

る社から、「当該サービスの実現にあたって、以下の理由から「SOの権利行使（発行）前の約定について発

行日取引の対象外」とする措置を講じてほしい」という要望が寄せられている。

【要望の背景】
・現状、非上場会社の役職員がストック・オプション（SO）を権利行使する場合、権利行使価額の払
込みのために金銭の準備が必要であるが、創業間もないスタートアップ企業の役職員については、
給与の一部をSOで受け取っていることもあり、当該金銭の確保が困難（上場時まで権利行使しない
ケースが多い）。

・一方で、米国では、スタートアップ企業の役職員によるSOで取得した株式の売却が非上場株式の流
動性供給に一定程度寄与しており、日本でもセカンダリー市場の活性化にはこれを実現することが
重要。また、本件は、非上場のままの成長のインフラ整備（役職員のSOの換金のための上場（小粒
上場）回避）にも寄与する。

・上記を実現するためには、SOで取得した非上場株式の換金の場だけでなく、「非上場会社の役職員
が安心してSOの権利行使をすることができる環境」を整備するため、「権利行使前に約定させる」
など、権利行使前の換金の可能性を担保した形でのサービスの提供を検討

・しかしながら、上記対応は金商法上の「発行日取引」に該当し、買付者から約定から３営業日以内
に「委託証拠金の預託」を受けなければならないが、非上場有価証券特例仲介等業者に認められた
預託期間は１週間であり、非上場有価証券の受渡まで２・３週間要することを踏まえると、本サー
ビスの提供が困難となっている。（次頁参照）

・また、日本証券業協会の「店頭規則」や「株主コミュニティ規則」では、「未発行の店頭有価証券
の店頭取引」を禁止しており、当該規定も支障となっている。

３．未発行店頭有価証券の取引規制の緩和
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【「SOの権利行使前の約定」スキーム図】

約

定

発
行
日
取
引
に
該
当

預託期間

３営業日以内

発
行
日
取
引
に
非
該
当

保証金の差入れ

（参考）スキームの課題及び法令改正の方向性

・ 現行法令において「SOの権利行使前の約定」スキーム（下図参照）は「発行日取引」に該当する可能性
があり、該当する場合、取引から３営業日以内に買付顧客より保証金の受入れや分別管理が必要となる。

・ 一方で、改正案において、非上場有価証券特例仲介業が行える預託は「１週間」とされており、顧客か
ら受け入れた金銭を１週間以内に解消する必要があるところ、約定から権利行使手続きまで２週間程度、
権利行使手続きから受渡まで１週間程度と約定から受渡までで３週間程度要することから対応が困難

・ そのため、今回の保証金府令改正案においては、発行日取引に関する保証金規制について、本件スキー
ムを妨げるまでの趣旨は無いとし、次頁②の改正を行う方向性が示されている。

権利行使手続き

２週間程度（SO行使／譲渡承認／名義書換請求/売り手からの権利行使に係る払込みなど）

預託期間

１週間以内（買い手からの振込みなど）

権利行使手続き

２週間程度（SO行使／譲渡承認／名義書換請求/売り手からの権利行使に係る払込みなど）

空白期間

受

渡

１週間以内

買い手からの振込みなど

買い手からの振込みなど

３．未発行店頭有価証券の取引規制の緩和
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② 発行日取引に係る保証金府令改正（発行日取引規制の除外）の概要

以下の全てを満たす取引について、「発行日取引」の定義から除外する

イ．新株予約権の目的となる株式の売買の媒介であること

ロ．非上場株式が対象であること

ハ．新株予約権の権利行使期間の初日が到来していることを満たすもの

３．未発行店頭有価証券の取引規制の緩和

現 行改 正 案

（定義）
第１条 （ 省 略 ）
２ この府令において「発行日取引」とは、金融商品取引

業者が顧客のために行う未発行の有価証券の売買その他
の取引であって、当該有価証券の発行日（当該有価証券
を引換えに取得することができる証書が作成された場合
には、当該証書の最初の作成の日。以下同じ。）から一
定の日を経過した日までに当該有価証券又は当該証書を
もって受渡しをするものをいう。

３・４ （ 省 略 ）

（定義）
第１条 （ 現行どおり ）
２ この府令において「発行日取引」とは、金融商品取引

業者が顧客のために行う未発行の有価証券の売買その他
の取引（新株予約権（当該新株予約権を行使することが
できる期間の初日が到来していないものを除く。）の目
的である株式（法第29条の４の４第８項第１号に規定す
る有価証券に該当するものに限る。）の売買の媒介を除
く。）であって、当該有価証券の発行日（当該有価証券
を引換えに取得することができる証書が作成された場合
には、当該証書の最初の作成の日。以下同じ。）から一
定の日を経過した日までに当該有価証券又は当該証書を
もって受渡しをするものをいう。

３・４ （ 現行どおり ）

「金融商品取引法第百六十一条の二に規定する取引及びその保証金に関する内閣府令」の一部改正案
【パブリックコメント募集中（募集期間：2025年１月17日（金）～２月16日（日））】
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③ 本協会規則改正の必要性について

・店頭規則第13条第３項及び株主コミュニティ規則第24条第３項では、未発行の店頭有価証券・株主コ

ミュニティ銘柄の取引を禁止する規定が存在し、文理解釈上、「SOの権利行使前の約定」スキームは

当該規定に抵触する。

・当該規定については、過去の未発行証券の権利株の投機的な売買が膨らんだことへの対応であり、未

発行有価証券の投機的な取引を抑制するという趣旨は「発行日取引規制」と同様と考えられる。

・ついては、法令改正の内容も踏まえ、保証金府令改正案に定める要件（前頁②）を満たすものは、店

頭規則第13条第３項及び及び株主コミュニティ規則第24条第３項の規定から除外する規則改正を行う

こととする。（次頁参照）

３．未発行店頭有価証券の取引規制の緩和
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現 行改 正 案

【店頭有価証券に関する規則】

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券

の店頭取引の禁止）

第 13 条 （ 省 略 ）

２ （ 省 略 ）

３ 協会員は、未発行店頭有価証券については店頭取

引を行ってはならない。

【店頭有価証券に関する規則】

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券の店頭取

引の禁止）

第 13 条 （ 現行どおり ）

２ （ 現行どおり ）

３ 協会員は、未発行店頭有価証券については店頭取引（新株

予約権（当該新株予約権を行使することができる期間の初日が

到来していないものを除く。）の目的である株券（金商法第29

条の４の４第８項第１号に規定する有価証券に該当するものに

限る。）の売買の媒介を除く。）を行ってはならない。

【株主コミュニティに関する規則】

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券

の店頭取引の禁止）

第 24 条 （ 省 略 ）

２ （ 省 略 ）

３ 協会員は、未発行店頭有価証券については店頭取

引を行ってはならない。

【株主コミュニティに関する規則】

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券の店頭取

引の禁止）

第 24 条 （ 現行どおり ）

２ （ 現行どおり ）

３ 協会員は、未発行店頭有価証券については店頭取引（新株

予約権（当該新株予約権を行使することができる期間の初日が

到来していないものを除く。）の目的である株券（金商法第29

条の４の４第８項第１号に規定する有価証券に該当するものに

限る。）の売買の媒介を除く。）を行ってはならない。

３．未発行店頭有価証券の取引規制の緩和
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○ 改正の概要

非上場有価証券特例仲介等業務の内部管理に従事する者等に求める資格を取扱商品に対応したものとする

とともに、特定業務会員における第一種少額電子募集取扱業務の内部管理に従事する者等についても同様の

措置を講じるため、「協会員の内部管理責任者等に関する規則」を一部改正することとする。

現行、特定業務会員の内部管理統括補助責任者、営業責任者及び内部管理責任者の資格要件は、会員内部

管理責任者資格試験等の合格者に加え、特別会員内部管理責任者資格試験の合格者も認める規定となって

いる。

⇒株式等を取り扱う特定業務会員（第一種少額電子募集取扱業務又は非上場有価証券特例仲介等業務）の内

部管理統括補助責任者、営業責任者及び内部管理責任の資格要件について、会員内部管理責任者資格試験

等の合格者に限ることとする。

現行、特定業務会員の内部管理部門の管理職者について、会員内部管理責任者資格試験の合格者に加え、

特別会員内部管理責任者資格試験の合格者に内部管理部門の管理職者の職務を行わせることを認める規定

となっている。

⇒特定業務会員における株式等を取り扱う業務に関する内部管理部門の管理職者については、会員内部管理

責任者資格試験の合格者に限ることとする。

４．特定業務会員の内部管理に従事する者等に求める資格に
係る改正
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特定業務会員

株式取扱いあり※2株式等取扱いなし※1

会員内管資格又は
特別会員内管資格

会員内管資格又は
特別会員内管資格

内部管理統括補助責任者（第６条）

内部管理部門の管理職者（第７条）

営業責任者（第11条）

内部管理責任者（第14条）

特定業務会員

株式取扱いあり※3株式等取扱いなし※1

会員内管資格
会員内管資格又は
特別会員内管資格

内部管理統括補助責任者（第６条）

内部管理部門の管理職者（第７条）

営業責任者（第11条）

内部管理責任者（第14条）

○ （現行）「協会員の内部管理責任者等に関する規則」上の取扱い（原則）

○ （改正案）「協会員の内部管理責任者等に関する規則」上の取扱い（原則）

※１ 特定店頭デリバティブ取引等に係る業務及び商品関連市場デリバティブ取引取次ぎ等に係る業務
※２ 第一種少額電子募集取扱業務
※３ 第一種少額電子募集取扱業務及び非上場有価証券特例仲介等業務

４．特定業務会員の内部管理に従事する者等に求める資格に
係る改正
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現 行改 正 案

（内部管理統括補助責任者の資格要件、報告及び責務）（内部管理統括補助責任者の資格要件、報告及び責務）

第６条 （ 省 略 ）第６条 （ 現行どおり ）

２・３ （ 省 略 ）２・３ （ 現行どおり ）

４ 特定業務会員の内部管理統括責任者は、会員内部管理責任者資格試
験又は試験規則による特別会員内部管理責任者資格試験（以下「特別
会員内部管理責任者資格試験」という。）の合格者でなければ、内部
管理統括補助責任者の職務を行わせてはならない。

４ 特定業務会員の内部管理統括責任者は、会員内部管理責任者資格試
験又は試験規則による特別会員内部管理責任者資格試験（以下「特別
会員内部管理責任者資格試験」という。）（定款第５条第２号ロ又は
ニに掲げる業務の内部管理を担当する内部管理統括補助責任者にあっ
ては、会員内部管理責任者資格試験）の合格者でなければ、内部管理
統括補助責任者の職務を行わせてはならない。

５～９ （ 省 略 ）５～９ （ 現行どおり ）

（内部管理部門の管理職者等の資格取得）（内部管理部門の管理職者等の資格取得）

第７条 協会員は、細則に定める内部管理部門に所属する管理職者（所
属部署等の業務を管理監督する権限を有する者をいう。以下同じ。）
について、会員内部管理責任者資格試験の合格者（特定業務会員又は
特別会員にあっては、会員内部管理責任者資格試験又は特別会員内部
管理責任者資格試験の合格者）でなければ、その職務を行わせてはな
らない。

第７条 協会員は、細則に定める内部管理部門に所属する管理職者（所
属部署等の業務を管理監督する権限を有する者をいう。以下同じ。）
について、会員内部管理責任者資格試験の合格者（特定業務会員又は
特別会員にあっては、会員内部管理責任者資格試験又は特別会員内部
管理責任者資格試験の合格者。ただし、定款第５条第２号ロ又はニに
掲げる業務に関する内部管理部門の管理職者にあっては、会員内部管
理責任者資格試験の合格者）でなければ、その職務を行わせてはなら
ない。

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従業員（前項に規定する管理職
者を除く。）について、会員内部管理責任者資格試験の合格者（特定
業務会員及び特別会員にあっては、会員内部管理責任者資格試験又は
特別会員内部管理責任者資格試験の合格者）となるよう努めるものと
する。

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従業員（前項に規定する管理職
者を除く。以下本項において同じ。）について、会員内部管理責任者
資格試験の合格者（特定業務会員又は特別会員にあっては、会員内部
管理責任者資格試験又は特別会員内部管理責任者資格試験の合格者。
ただし、定款第５条第２号ロ又はニに掲げる業務に関する内部管理業
務に従事する従業員にあっては、会員内部管理責任者資格試験の合格
者）となるよう努めるものとする。

４．特定業務会員の内部管理に従事する者等に求める資格に
係る改正
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現 行改 正 案

（営業責任者の資格要件）（営業責任者の資格要件）

第11条 （ 省 略 ）第11条 （ 現行どおり ）

２ （ 省 略 ）２ （ 現行どおり ）

３ 特定業務会員は、会員営業責任者資格試験、会員内部管理責任者資
格試験、特別会員営業責任者資格試験又は特別会員内部管理責任者資
格試験の合格者でなければ、営業責任者に任命してはならない。

３ 特定業務会員は、会員営業責任者資格試験、会員内部管理責任者資
格試験、特別会員営業責任者資格試験又は特別会員内部管理責任者資
格試験（定款第５条第２号ロ又はニに掲げる業務を行う営業単位の営
業責任者については、会員営業責任者資格試験又は会員内部管理責任
者資格試験）の合格者でなければ、営業責任者に任命してはならない。

４～８ （ 省 略 ）４～８ （ 現行どおり ）

（内部管理責任者の資格要件）（内部管理責任者の資格要件）

第14条 （ 省 略 ）第14条 （ 現行どおり ）

２ （ 省 略 ）２ （ 現行どおり ）

３ 特定業務会員は、会員内部管理責任者資格試験又は特別会員内部管
理責任者資格試験の合格者でなければ、内部管理責任者に任命しては
ならない。

３ 特定業務会員は、会員内部管理責任者資格試験又は特別会員内部管
理責任者資格試験（定款第５条第２号ロ又はニに掲げる業務を行う営
業単位の内部管理責任者については、会員内部管理責任者資格試験）
の合格者でなければ、内部管理責任者に任命してはならない。

４～８ （ 省 略 ）４～８ （ 現行どおり ）

付 則

この改正は、令和●年●月●日から施行する。

４．特定業務会員の内部管理に従事する者等に求める資格に
係る改正
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(１)から(３)の改正のいずれも、令和６年金商法改正の施行日から施行
※ 公布日（2024年５月22日）から起算して１年以内の政令で指定する日

 施行日

 パブリックコメントの募集期間

2025年２月18日（火）～３月19日（水）

 今後のスケジュール

自主規制企画分科会（２月13日）・エクイティ分科会（２月12日）・公社債
分科会（持回り）において各分科会の所管規則の改正案に係るパブリックコ
メントの募集について審議

2025年
２月上旬

自主規制会議で規則改正案に係るパブリックコメントの募集について審議２月18日（火）

パブリックコメント募集期間～３月19日（水）

自主規制企画分科会・エクイティ分科会・公社債分科会において各分科会の
所管規則の改正案について審議

４月上旬

自主規制会議で規則改正案について審議４月15日（火）

改正規則の施行令和６年金商法改正の施行日
（本協会定款改正の施行日）

※ パブリックコメントにおいて、規則改正案の内容に変更を要する意見がなかった場合などは、各分科会
及び自主規制会議において改めての審議は行わず、各委員長及び議長の一任により規則改正を行う。

５．スケジュール
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